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２．日本の取り組み（１）：東アジア低炭素成長パートナーシップ 

 

 これまで本連載において触れたとおり、これは、東アジア首脳会議

(East Asia Summit)の枠組みを活用して、温暖化対策の実際的な地域協

力を進めていくべきとして日本が提案したものである。 

 背景には、世界と日本にとってのこの地域の重要性があげられる。Ｅ

ＡＳメンバー国１８カ国は世界の成長センターであるとともに、最大の

温室効果ガス排出地域でもある。２００９年時点で、１８カ国全体のＣ

Ｏ２排出は世界全体の排出の約６３％を占め、これは１９９０年時点の

約５６％から７％ポイント増になっている（図表８－２）。様々な将来

予測によれば、２０５０年には、世界のＧＤＰ上位１０カ国のうち６カ

国がＥＡＳ参加国（中国、米国、インド、日本、ロシア、インドネシア）

となり、ＣＯ２排出における比重も同様になると思われる。今後もＧＤ

ＰとＣＯ２排出の両面で、ＥＡＳ参加国の存在感は高まるであろう。日

本にとっても、政治経済面で結びつきが深いこの地域の重要性は言うま

でもない。 
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図表 8-2 ＥＡＳ参加国のＣＯ２排出量シェアの推移（１９９０年～２００９年） 

  
出典：外務省資料   

 

現行の「リオ・京都体制」では、これらの国々は元々排出削減義務を

負っていないか（中国、米国、インド、インドネシア、韓国等）、２０

１３年以降は京都議定書の下での排出削減義務を負わない旨表明してい

る（日本、ロシア）国々が大半である。これら主要排出国が入らない将

来枠組みはいくら精緻なものであっても世界規模の対策にはつながらな

い。将来枠組みは、この地域での実質的な温暖化対策、低炭素成長を後

押しするものとなるべきである。 

このような問題意識の下、２０１１年の東アジア首脳会議での日本か

らの提案を受けて、本年４月に東京で閣僚級対話が開催された。日本の

玄葉光一郎外務大臣と、インドネシアのラフマト・ウィトラール大統領

特使兼国家気候変動評議会執行議長が共同議長を務め、ＥＡＳ参加１８

カ国の閣僚級と、オブザーバー９機関の代表が参加し、活発な議論が行

われた。議論の結果まとめられた共同議長サマリーのポイントは以下の

とおりである。 

 

○各国がそれぞれの低炭素成長戦略を策定，実施することが重要であ

り，特に発展途上国による低炭素成長に向けた努力を支援するために，

地域内で資金，人的，知的資源を動員すべき。 

EASメンバー国のＣＯ２排出量推移

出典：IEA(2011)CO2 Emission from Fuel Combustion

東アジアサミット（ＥＡＳ）参加国（１８か国）：ブルネイ，インドネシア，カンボジア，ラオス，ミャンマー，マレーシア，
フィリピン，シンガポール，タイ，ベトナム，豪州，中国，インド，日本，韓国，ＮＺ，ロシア，米国
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○低炭素成長実現の上では，技術の役割が重要。先進国は技術革新を

主導し，発展途上国における低炭素技術の発展を促進していく必要があ

る。また，優れた低炭素技術と製品の普及には，市場の活用も効果的な

方法の一つ。 

○政府，地方自治体，国際機関，大学，研究機関，民間企業，NGO と

いった様々なステークホルダーが協働することが重要。低炭素成長と適

応に関連した知見，経験を共有し，政策形成過程にインプットする，開

放的，多層的で柔軟なネットワークとして，「東アジア低炭素成長ナレ

ッジ・プラットフォーム」を構築。 

 

 同会合では、多くの国々から、この東アジア低炭素成長パートナーシ

ップが継続的な取り組みとして発展する事への期待が寄せられた。次回

会合は明年、日本とカンボジアの共同議長により開催予定である。将来

枠組みを構築する国連交渉を横目で見つつ、このパートナーシップが国

連交渉に積極的なインプットを行っていくことが期待される。 

 日本は元々この地域で豊富な支援実績を有するが、今後特に注目すべ

き分野として、都市化(urbanization)の問題への対応があげられる。ア

ジア各国の都市化の傾向は著しい。北京、ジャカルタ、バンコク、ハノ

イ、プノンペン、ウランバートルなど、過去１０数年間に自分自身が幾

度か訪れた都市の変わりようを見ても、それは実感できる。昭和３０年

代～４０年代に日本が経験したことが各地で同時並行的に起きているよ

うなものである。電力、交通、建造物、水、廃棄物処理、リサイクル、

防災など、都市機能を支えるソフト・ハード両面のインフラを如何に効

率的なものにし、スマートシティを構築していくかは、この地域の低炭

素成長の実現にとってカギとなるのではないか。日本の官民が連携して、

この問題への対応を日本のビジネス・チャンスに変えていくか。これが

東アジア低炭素成長パートナーシップの重要な役割になると思われる。 
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図表 8-3 東アジア低炭素成長パートナーシップのイメージ図 

東アジア低炭素成長パートナーシップ対話

東アジア首脳会議（EAS）・東アジア関係閣僚会議

低炭素成長の重要性を
高い政治レベルで確認

域内各国の
知見・経験を共有

低炭素成長の
「ＡＳＩＡＮ・モデル」を構築

東アジア地域における低炭素成長を実現

第１の柱

低炭素成長戦略策定・実施
のための協力

途上国の低炭素成長戦略策定や
ｲﾝﾌﾗ整備、ｷｬﾊﾟﾋﾞﾙ等を支援

第２の柱
市場・技術の活用

東アジア地域において効率的な排
出削減・技術移転を促進するため
の柔軟かつ実効的な新たな

市場ﾒｶﾆｽﾞﾑを構築

第３の柱
ネットワーク構築

・域内の研究機関間のﾈｯﾄﾜｰｸを更
に充実させ、研究内容を政策担当

者・実施機関にインプット

・域内の政府・地方自治体・研究機
関・民間の知見を共有

人材育成

資金
技術

報告

東アジア低炭素成長パートナーシップ構想のイメージ（案）

 
出典：外務省資料 

 
 

図表 8-4 東アジア低炭素成長ナレッジ・プラットフォーム・イメージ 

東アジアにおける低炭素成長
に関する政策立案者

東アジア首脳会議（EAS）・東アジア低炭素成長パートナーシップ対話（閣僚級）

低炭素アジア
研究ネットワーク

(LoCARNet)

大学、研究機関、シンクタンク
地方自治体、

民間セクター、市民社会
開発 /資金機関

政策立案者のトレーニング

政策とプロジェク
トの実施 /                

フィールド経験

インプット

政策フィードバック

東アジア低炭素成長ナレッジ・プラットフォーム

知的インプット

インプット

 
 出典：外務省資料  
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図表 8-5 東アジアにおける日本の支援実績 

（実績）我が国の取組～東アジア地域における低炭素成長の実現に向けて

気候変動対策に関する2012年までの途上国支援（短期支援）として、東アジア地域に
102億ドル以上の支援を実施（2012年10月末時点）。今後も、東アジア地域の低炭素成長の実現に
向けて、有償・無償・技術協力・ＯＯＦや民間資金などの多様なスキームを活用。

防災対策
○気候変動の影響に伴う洪水や旱
ばつ、台風等自然災害に対処するた
めの能力を強化。
・自然災害対処能力向上計画

ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ､ﾗｵｽ、ﾌｨﾘﾋﾟﾝ､ﾍﾞﾄﾅﾑ､ｲﾝﾄﾞ
ﾈｼｱで実施。メコン諸国の洪水対策
に多大に貢献。
・台風後のインフラ復旧計画

ﾌｨﾘﾋﾟﾝにて台風オンドイ・ペペンの
被害が深刻な場所で、洪水制御施設
や道路・橋梁等のインフラ修復や補
強を実施。

・その他、ﾍﾞﾄﾅﾑにて衛星情報を活用
した気候変動対策の推進や、ｶﾝﾎﾞｼﾞ
ｱにて洪水被害抑制のため配水管の
敷設等を実施。

ＲＥＤＤ＋（森林対策）
○持続可能な森林利用及び保全の
ため、森林資源の把握、森林管理計
画の策定、植林等を支援。
・森林保全計画
ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ､ﾗｵｽ、ﾍﾞﾄﾅﾑ､
ﾀｲ、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱで実施。

・その他、ﾌｨﾘﾋﾟﾝにて住民参加型の
森林管理計画やﾍﾞﾄﾅﾑ、ｲﾝﾄﾞ､中国等
での植林計画等を実施。

再生可能エネルギー
○太陽光・地熱・水力などの再生可
能エネルギーの導入を促進する。
・太陽光発電導入
ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ､ﾗｵｽ、
ﾌｨﾘﾋﾟﾝで実施。

・水力発電 ﾍﾞﾄﾅﾑの水力発電を建
設するプロジェクトに、貿易保険を活
用して官民協力にて実施。

・その他、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱの地熱発電やｲﾝ
ﾄﾞの再生可能エネルギー開発公
社（ＩＲＥＤＡ）との協力等を実施。

省エネルギー
○省エネ設備の導入を推進するとと
もに、ソフト面での技術協力等を実施。
また、都市化が進む諸国では低炭素
型都市を目指した協力も実施。
・省エネ技術協力
ﾍﾞﾄﾅﾑ、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ､ｲﾝﾄﾞ、
中国、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ等で
省エネ法・基準の導
入等ソフト面での協力を実施。
・超高効率な火力発電所の導入

ｲﾝﾄﾞﾈｼｱにてクリーンコール技術を
活用した石炭火力発電設備の建設
事業への支援を実施。
・都市対策

ﾀｲやｲﾝﾄﾞにてメトロの導入に向けた
支援を実施。ﾀｲでは民生ビルの省エ
ネ､ﾍﾞﾄﾅﾑではスマートグリッド､中国
では都市交通対策等、各地域にて都
市対策に関する協力が進んでいる。
・その他、JBICのGreen（地球環境保
全業務）等のスキームを活用して、
省エネ・環境協力を実施。写真提供：ＪＩＣＡ 写真提供：ＪＩＣＡ

写真提供：ＪＩＣＡ

 
出典：外務省資料 
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３．日本の取り組み（２）：アフリカにおける低炭素成長・気候変動に

強靱な開発戦略 

 

 地球温暖化対策において、アジアと並ぶ重要地域がアフリカである。 

 国際政治における多数の国々を抱えるアフリカの重要性はもとより言

うまでもない。アフリカ大陸には５４カ国、ＥＵ（２７カ国）の２倍、

ＥＡＳ（１８カ国）の３倍の国々があり、国連交渉における発言力は大

きい。しかし、ここでは環境面に直結する点に焦点をあてたい。 

 まず、今後４０年間で予想される世界の人口増約２０億人の半分がア

フリカで見込まれるということである。アフリカの人口は、現在の約１

０億人から約２０億人に倍増すると見込まれている。現在の世界人口は

約７０億人から約９０億人になる見通しであることから、「世界全体の

７人に１人がアフリカ人」から「５人に１人強がアフリカ人」になるわ

けである。 

 次に、この地域の開発ニーズが極めて高いということである。アジア

に比べても経済発展段階が低い国々が多いことから、「伸びしろ」があ

る。保健、水、防災、食料、インフラ整備などあらゆる分野での開発ニ

ーズは高い。過去数十年にアジアで起きた奇跡が、これからの数十年に

アフリカで起きる可能性がある。それは基本的には好ましい、後押しす

べき流れであろう。 

 問題は、人口が倍増し、開発ニーズが満たされ発展するアフリカでは、

エネルギー利用の増大とＣＯ２の排出増も起きるということである。開

発面で望ましい動きが、環境保全・気候変動対策上も望ましいとは限ら

ない。また、経済規模、ＣＯ２排出規模におけるアフリカの比重が未だ

小さいからといって将来もそうであるとは限らないのは、中国、インド

を含むアジア各国の過去数十年の軌跡をみれば明らかであろう。経済発

展と環境保全を如何に調和させるかは今は脆弱国が多数を占めるアフリ

カにとっても他人事ではないのである。 

 かかる問題意識から、日本はアフリカ開発会議（ＴＩＣＡＤ）プロセ

スにおいて、低炭素成長・気候変動に強靱な開発戦略を策定していこう

という提案を２０１１年の第３回ＴＩＣＡＤ閣僚級会合で行った。人間

の安全保障の理念に基づき、インフラ整備等による経済発展から、ミレ

ニアム開発目標（ＭＤＧ）達成など、幅広くアフリカ諸国への支援を行

ってきた日本ならではの提案である。アフリカ諸国や世銀、国連開発計

画（ＵＮＤＰ）などとの協議を重ね、ＣＯＰ１７で戦略骨子を発表、本

年５月の第４回ＴＩＣＡＤ閣僚級会合で中間報告を紹介した。その主な

ポイントは以下のとおりである。 
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○アフリカ諸国は，国際社会の支援を活用しつつ，「気候変動に強靱な

(climate resilient)」経済成長を目指すとともに，再生可能エネルギ

ー分野を含むグリーン成長により，成長を加速することが重要。 

○アフリカでのグリーン成長推進においては、適応と緩和の統合、オー

ナーシップの強化、官民連携、開発パートナー間の調整の観点が重要。 

○エネルギー、農業、森林、水、防災、運輸など個別セクターでの取り

組み(グッドプラクティスの紹介など) 

○分野横断的課題（キャパビル、資金調達、市場メカニズム活用、広報

強化など） 

 

 本年１０月の東京での世銀ＩＭＦ年次総会や、ＣＯＰ１８では、この

グリーン成長戦略関連のサイドイベントが開催された。明年６月の第５

回アフリカ開発会議（ＴＩＣＡＤＶ）に向けて、この戦略を完成させて

いくことになる。ＣＯＰ１８でソウルに事務局を置くことが決まった緑

の気候基金など、国際支援のリソースがアフリカに流れる際の重要な指

針となることが期待される。この戦略づくりを主導する日本としても、

環境と開発を両立させた形でのアフリカ支援策を打ち出していく必要が

ある。 

（つづく） 

 


